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基本データ基本データ

人口・世帯数、面積は人口・世帯数、面積は20102010年年1010月月11日現在日現在

県内総生産（実質）は県内総生産（実質）は20082008年年

観光収入は観光収入は20092009年度年度

（出所：沖縄県、国土地理院）（出所：沖縄県、国土地理院）

◇◇ 人口の約人口の約99割は沖縄本島に集中している。割は沖縄本島に集中している。

◇◇ 県内総生産全体の約県内総生産全体の約99割を、商業・金融・サービス業等の第割を、商業・金融・サービス業等の第33次産業が占める。次産業が占める。

Las Palmas (Canary Islands) 28゜6N

Dubai (UAE) 25゜18N

Miami (Florida,USA) 25゜46N

同程度の緯度に位置する世界の都市

人口人口 1,393,544 1,393,544 人人

世帯数世帯数 535,180535,180世帯世帯

面積面積 2,276.012,276.01㎢㎢

気候気候 亜熱帯性気候亜熱帯性気候

位置位置 2626゜゚12N12N 127127゜゚41E41E

県内総生産県内総生産((実質実質) ) 33兆兆9,8459,845億円億円

観光収入観光収入 3,7783,778億円億円

沖縄県の概要沖縄県の概要沖縄県の概要

波照間島波照間島



設立年月日設立年月日 19721972年年55月月1515日日

資本金資本金 7575億億88千千66百万円百万円

株主数株主数 7,5827,582名名

総資産額総資産額
3,4933,493億億 88百万円百万円 （単体）（単体）
3,6523,652億億 99千千99百万円百万円 （連結）（連結）

売上高売上高
1,5181,518億億 22千千55百万円百万円 （単体）（単体）
1,6251,625億億 11百万円百万円 （連結）（連結）

従業員数従業員数 1,4991,499名名 （連結：（連結：2,4952,495名）名）

証券コード証券コード 95119511

供給区域供給区域 沖縄県沖縄県

お客さま数お客さま数
電灯電灯 7676万万 99千口千口
電力電力 66万万 33千口千口

販売電力量販売電力量

電灯電灯 2929億億 1616百万百万kWhkWh
電力電力 4545億億 6262百万百万kWhkWh

（うち特定規模需要（うち特定規模需要 1111億億 6969百万百万kWhkWh））

合計合計 7474億億 7878百万百万kWhkWh

供給設備供給設備
汽力汽力 44ヶ所ヶ所 146146万万 77千千kWkW
ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ 44ヶ所ヶ所 2929万万 11千千kWkW
内燃力内燃力 1313ヶ所ヶ所 1616万万 66千千kWkW

20102010年年33月月3131日現在日現在

22

格付会社格付会社 S&PS&P MoodyMoody’’ss R&IR&I JCRJCR

格格 付付 AAAA－－ Aa2Aa2 AAAA＋＋ AAAAAA

格付取得状況格付取得状況

※※20112011年年11月月3131日現在の長期優先債務格付日現在の長期優先債務格付

沖縄県全域を供給区域とし、沖縄本島を含め東西沖縄県全域を供給区域とし、沖縄本島を含め東西11千千kmkm、南北、南北44百百kmkmの広大な海域に点在するの広大な海域に点在する

3737の有人離島に電力を供給。他社との送電線の連系はなく、当社単独の系統。の有人離島に電力を供給。他社との送電線の連系はなく、当社単独の系統。

沖縄電力の概要沖縄電力の概要沖縄電力の概要



第3四半期決算の概要（対前年同期）第第33四半期決算の概要四半期決算の概要（対前年同期）（対前年同期）

連結・単体ともに減収減益連結・単体ともに減収減益（連単ともに初）（連単ともに初）

（単位：百万円、倍）（単位：百万円、倍）

連連 結結 単単 体体 連単倍率連単倍率

H22/3H22/3Ｑ累計Ｑ累計

（実績）（実績）

H21/3H21/3Ｑ累計Ｑ累計

（実績）（実績）
増減率増減率

H22/3H22/3Ｑ累計Ｑ累計

（実績）（実績）

H21/3H21/3Ｑ累計Ｑ累計

（実績）（実績）
増減率増減率

H22/3H22/3Ｑ累計Ｑ累計

（実績）（実績）

H21/3H21/3Ｑ累計Ｑ累計

（実績）（実績）

売 上 高売 上 高 122,394122,394 126,029126,029 △△2.9%2.9% 116,880116,880 118,453118,453 △△1.3%1.3% 1.051.05 1.061.06

営 業 利 益営 業 利 益 15,64215,642 19,73919,739 △△20.8%20.8% 14,65614,656 18,65418,654 △△21.4%21.4% 1.071.07 1.061.06

経 常 利 益経 常 利 益 13,67713,677 17,02917,029 △△19.7%19.7% 12,42212,422 16,08716,087 △△22.8%22.8% 1.101.10 1.061.06

四 半 期 純 利 益四 半 期 純 利 益 9,7099,709 11,03711,037 △△12.0%12.0% 8,8848,884 10,47110,471 △△15.2%15.2% 1.091.09 1.051.05

【【 費用費用 】】

電気事業において、燃料費や修繕費の増に加え、委託費の増加電気事業において、燃料費や修繕費の増に加え、委託費の増加

連結子会社の異動による減連結子会社の異動による減

【【 収益収益 】】

電気事業において、燃料費調整制度の影響による電灯電力料の減少電気事業において、燃料費調整制度の影響による電灯電力料の減少

連結子会社の異動による減連結子会社の異動による減

連結子会社において、民間工事や公共工事の減連結子会社において、民間工事や公共工事の減

※※沖縄通信ネットワーク㈱は、平成沖縄通信ネットワーク㈱は、平成2222年年11月以降、持分法適用関連会社となっている。月以降、持分法適用関連会社となっている。
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平成22年度見通しの概要平成平成2222年度見通しの概要年度見通しの概要
（単位：百万円、倍）（単位：百万円、倍）

【【 収益収益 】】 販売電力量の減少による電灯電力料の減販売電力量の減少による電灯電力料の減
【【 費用費用 】】 燃料費の減燃料費の減

減価償却費の増減価償却費の増

連結・単体ともに減収減益連結・単体ともに減収減益（連単ともに（連単ともに88年ぶり）年ぶり）

連連 結結 単単 体体 連単倍率連単倍率

見通し見通し
増減増減

((対対1010月公表月公表))
H21H21
((実績実績))

見通し見通し
増減増減

((対対1010月公表月公表))
H21H21
((実績実績))

H22H22
((見通し見通し))

H21H21
((実績実績))H22H22

((今回今回))
H22H22

(10(10月公表月公表))
H22H22
((今回今回))

H22H22
(10(10月公表月公表))

売 上 高売 上 高 158,100158,100 158,300158,300 △△200200 162,501162,501 149,500149,500 149,700149,700 △△200200 151,825151,825 1.061.06 1.071.07

営 業 利 益営 業 利 益 12,20012,200 11,70011,700 +500+500 17,39717,397 10,20010,200 10,00010,000 +200+200 14,93514,935 1.201.20 1.161.16

経 常 利 益経 常 利 益 9,6009,600 9,0009,000 +600+600 13,65913,659 7,3007,300 7,0007,000 +300+300 11,31511,315 1.321.32 1.211.21

当 期 純 利 益当 期 純 利 益 7,1007,100 6,7006,700 +400+400 8,9508,950 5,5005,500 5,3005,300 +200+200 7,2937,293 1.291.29 1.231.23

［［ 対対 1010月公表値月公表値 ］］

（電気事業）

（連結子会社）
売上高の増加による営業利益の増売上高の増加による営業利益の増
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（電灯）（電灯）

•• お客さま数の増加があったことにより、前年度を上回った。お客さま数の増加があったことにより、前年度を上回った。

（（1.5%1.5%））

（電力）（電力）

•• 大口電力で前年度に高稼働となった海水淡水化施設の反大口電力で前年度に高稼働となった海水淡水化施設の反

動減があったことなどにより、前年度を下回った（▲動減があったことなどにより、前年度を下回った（▲0.4%0.4%））

（合計）（合計）

•• 以上により、全体としては以上により、全体としては5858億億88千千11百万百万kWhkWhとなり、ほぼとなり、ほぼ

前年度並みとなった（前年度並みとなった（0.3%0.3%））

（電灯）（電灯）

•• お客さま数の増加が見込まれることなどにより、前年度をお客さま数の増加が見込まれることなどにより、前年度を

上回る見通し（上回る見通し（0.8%0.8%））

（電力）（電力）

•• 大口電力で前年度に高稼働となった海水淡水化施設の反大口電力で前年度に高稼働となった海水淡水化施設の反

動減があったことなどにより、前年度を下回る見通し動減があったことなどにより、前年度を下回る見通し

（▲（▲0.4%0.4%））

（合計）（合計）

•• 以上により、全体としては、以上により、全体としては、7474億億88千千22百万百万kWhkWhとなり、ほぼとなり、ほぼ

前年度並みとなる見通し（前年度並みとなる見通し（0.1%0.1%））

販売電力量販売電力量 （（20102010年度年度 第第33四半期実績）四半期実績）

（単位：百万（単位：百万kWhkWh、、%%））

2010/3Q2010/3Q 2009/3Q2009/3Q
実績実績

計画比計画比
対前年対前年

伸び率伸び率実績実績 計画計画

電 灯電 灯 2,2612,261 2,2592,259 2,2292,229 100.1100.1 1.51.5

電 力電 力 3,6203,620 3,6383,638 3,6363,636 99.599.5 ▲▲0.40.4

合合 計計 5,8815,881 5,8975,897 5,8655,865 99.799.7 0.30.3

参
考
参
考

民生用需要民生用需要 4,8894,889 4,8614,861 4,8424,842 100.6100.6 1.01.0

産業用需要産業用需要 992992 1,0361,036 1,0231,023 95.795.7 ▲▲3.13.1

販売電力量販売電力量 （（20102010年度年度 年度見通し）年度見通し）

電力需要 （2010年度第3四半期実績および2010年度見通し）電力需要電力需要 （（20102010年度第年度第33四半期実績および四半期実績および20102010年度見通し）年度見通し）

55

（単位：百万（単位：百万kWhkWh、、%%））

20102010年度年度

（見通し）（見通し）

20092009年度年度

（実績）（実績）

対前年対前年

伸び率伸び率

電 灯電 灯 2,9372,937 2,9162,916 0.80.8

電 力電 力 4,5454,545 4,5624,562 ▲▲0.40.4

合合 計計 7,4827,482 7,4787,478 0.10.1

参
考
参
考

民 生 用 需 要民 生 用 需 要 6,1906,190 6,1556,155 0.60.6

産 業 用 需 要産 業 用 需 要 1,2921,292 1,3231,323 ▲▲2.42.4



20082008
（実績）（実績）

20092009
（実績）（実績）

20102010
（想定）（想定）

20182018
（想定）（想定）

20192019
（想定）（想定）

年平均増加率年平均増加率

19981998--20082008 20082008--20192019

第第116116回回

EIEI想定想定

(2010(2010））

需要電力量需要電力量 (7,412)(7,412)
7,4767,476

(7,382)(7,382)
7,4787,478 7,4987,498 8,5418,541 8,6748,674

(1.7)(1.7)
1.21.2

(1.4)(1.4)
1.41.4

最大電力最大電力 (1,388)(1,388)
1,3881,388

(1,393)(1,393)
1,4221,422 1,4341,434 1,6121,612 1,6351,635

(0.6)(0.6)
0.40.4

(1.5)(1.5)
1.51.5

年負荷率年負荷率 (63.8)(63.8)
64.564.5

(63.3)(63.3)
62.962.9 62.562.5 63.363.3 63.463.4 －－ －－

第第114114回回

EIEI想定想定

(2009(2009））

需要電力量需要電力量 (7,412)(7,412)
7,4767,476 7,4837,483 7,6067,606 8,7498,749 －－

(2.0)(2.0)
2.02.0

(1.5)(1.5)
1.41.4

最大電力最大電力
(1,388)(1,388)
1,3881,388 1,4261,426 1,4481,448 1,6541,654 －－

(0.8)(0.8)
1.41.4

(1.5)(1.5)
1.31.3

年負荷率年負荷率 (63.8)(63.8)
64.564.5 62.762.7 62.862.8 63.263.2 －－ －－ －－

長期電力需要見通し長期電力需要見通し

20082008
（実績）（実績）

20092009
（実績見込み）（実績見込み）

20102010
（見通し）（見通し）

今後の見通し今後の見通し

実質実質GDPGDP
((県内県内〔〔国内国内〕〕総生産総生産))

沖縄沖縄 1.31.3 0.60.6 1.11.1
沖縄県経済は沖縄振興特別措置法およびこれに基づき作成された沖縄沖縄県経済は沖縄振興特別措置法およびこれに基づき作成された沖縄
振興計画による諸制度、諸施策により発展していくことが期待される。振興計画による諸制度、諸施策により発展していくことが期待される。全国全国 ▲▲4.14.1 ▲▲2.42.4 3.13.1

20092009～～20102010年度年度 経済見通し経済見通し

注注1.1. (( ))は気温補正後。は気温補正後。
注注2.2. 第第114114回回EIEIのの20092009年度は想定値年度は想定値
注注3.3. 第第114114回回EIEIの年平均増加率は、の年平均増加率は、19971997--20072007およびおよび20072007--20182018

注注11．県内．県内GDPGDP：「：「20082008年度県民経済計算」（沖縄県年度県民経済計算」（沖縄県20102010年年1212月月1919日公表）、「日公表）、「20102010年度県経済の見通し」（沖縄県企画部年度県経済の見通し」（沖縄県企画部20102010年年33月月1919日公表）日公表）

注２．国内ＧＤＰ：「注２．国内ＧＤＰ：「20112011年度政府経済見通し」（年度政府経済見通し」（20102010年年1212月月2222日閣議了解）日閣議了解）

（対前年増加率、単位：（対前年増加率、単位：%%））

（単位：百万（単位：百万kWhkWh、千、千kWkW、、%%）） （単位：（単位：%%））

年平均増加率年平均増加率
20082008--20192019

他電力他電力99社計社計

(0.9)(0.9)
0.90.9

(0.4)(0.4)
0.40.4

電力需要（長期見通し）電力需要（長期見通し）電力需要（長期見通し）
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吉の浦火力発電所の設備投資吉の浦火力発電所の設備投資（電源開発部分）（電源開発部分）についてについて

・・ 吉の浦火力吉の浦火力1,21,2号機は約号機は約1,0001,000億円の投資規模億円の投資規模

・・ 吉の浦火力吉の浦火力1,21,2号機運開後の設備投資は、発電機部分に限られる為、号機運開後の設備投資は、発電機部分に限られる為、

1,21,2号機より投資負担は軽減号機より投資負担は軽減

注）電源開発は、本島は注）電源開発は、本島は20102010年度以降年度以降1010年間、離島は年間、離島は55年間に使用開始し、かつ出力が年間に使用開始し、かつ出力が11万万kWkW以上のものを記載している。以上のものを記載している。

注）流通設備は、使用電圧が注）流通設備は、使用電圧が132kV132kV以上で、工事中、もしくは以上で、工事中、もしくは20102010年度以降年度以降1010年間に着工する予定のものを記載している。年間に着工する予定のものを記載している。
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設備投資計画（電気事業Ⅰ）設備投資計画（電気事業設備投資計画（電気事業ⅠⅠ））
20092009
(H21)(H21)

20102010
(H22)(H22)

20112011
(H23)(H23)

20122012
(H24)(H24)

20132013
(H25)(H25)

20162016
(H28)(H28)

20182018
(H30)(H30)

20152015
(H27)(H27)

20142014
(H26)(H26)

そ
の
他

そ
の
他

電
源
開
発

電
源
開
発

電
気
事
業

電
気
事
業

20192019
(H31)(H31)

20172017
(H29)(H29)

11号機、号機、22号機計で約号機計で約1,0001,000億円の投資規模億円の投資規模

吉の浦火力吉の浦火力33号号

2016/52016/5運開運開

石垣第二5号 石垣第二石垣第二66号号

宮古第二宮古第二55号号

吉の浦火力線吉の浦火力線

吉の浦火力開閉所吉の浦火力開閉所

吉の浦火力吉の浦火力11号号 2012/112012/11運開運開

吉の浦火力吉の浦火力22号号 2013/52013/5運開運開

南大東可倒式南大東可倒式
風力発電設備風力発電設備

西那覇友寄幹線西那覇友寄幹線

友寄変電所友寄変電所
増設増設

友寄変電所友寄変電所
増設増設

離島独立型系統新ｴﾈ離島独立型系統新ｴﾈ
導入実証事業導入実証事業

渡口変電所渡口変電所
増設増設



設備投資計画（電気事業Ⅱ）設備投資計画（電気事業設備投資計画（電気事業ⅡⅡ））

20092009
【【実績実績】】

2010 2010 
【【実績実績】】

20112011 20122012 20132013 20142014 20152015 20162016 20172017 20182018 20192019

需
給
バ
ラ
ン
ス

需
給
バ
ラ
ン
ス

最大電力最大電力 1,4221,422 1,3771,377 1,4521,452 1,4741,474 1,4971,497 1,5211,521 1,5441,544 1,5671,567 1,5901,590 1,6121,612 1,6351,635

供給力供給力 1,9551,955 1,8361,836 1,9241,924 1,9101,910 2,1272,127 2,1362,136 2,1352,135 2,2742,274 2,3462,346 2,3552,355 2,2752,275

供給予備力供給予備力 533533 459459 472472 436436 630630 615615 591591 707707 756756 743743 640640

供給予備率供給予備率 37.537.5 33.333.3 32.532.5 29.629.6 42.142.1 40.440.4 38.338.3 45.145.1 47.547.5 46.146.1 39.139.1

【【設備投資額設備投資額】】
【【年度末設備構成比年度末設備構成比】】

【【最大電力需給バランス（最大電力需給バランス（88月）月）】】

【【発電電力量構成比発電電力量構成比】】

・・吉の浦火力運開に伴い、吉の浦火力運開に伴い、20132013年度の供給予備率は年度の供給予備率は42.1%42.1%となる。となる。
・・今後の設備投資額は、吉の浦関連工事の本格化に伴い増加する今後の設備投資額は、吉の浦関連工事の本格化に伴い増加する

見通し。見通し。
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20092009
【【実績実績】】

20102010 20112011

拡
充
拡
充

電
源
電
源

汽力汽力 153153 198198 288288

内燃力内燃力 55 00 3838

小計小計 158158 198198 326326

そ
の
他

そ
の
他

送電送電 1313 4141 3131

変電変電 2121 3737 3333

配電配電 3939 3939 3636

給電・その他給電・その他 2828 108108 2727

小計小計 102102 225225 127127

計計 261261 423423 453453

改良工事・その他改良工事・その他 4848 146146 7272

計計 310310 569569 525525

（単位：千（単位：千kWkW、、%%））

（単位：億円）（単位：億円）

※※端数処理のため合計が合わないことがある端数処理のため合計が合わないことがある

78%
67%

53%

21%
17%

16%

15%
30%

1%1%1%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2009 2014 2019

石炭 石油 LNG 新エネ・その他

48% 39% 35%

52%
43%

40%

18% 25%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2009 2014 2019

石炭 石油 LNG

((年度年度))

224224万万kWkW 274274万万kWkW 302302万万kWkW 8,7068,706百万百万kWhkWh 9,2629,262百万百万kWhkWh 9,9499,949百万百万kWhkWh

((年度年度))
【【実績実績】】 【【実績実績】】



経営課題と解決に向けた対応策経営課題と解決に向けた対応策経営課題と解決に向けた対応策

中長期経営方針中長期経営方針 当社の課題当社の課題 解決に向けた対応策解決に向けた対応策

良質な電気の安定供給良質な電気の安定供給
を目指してを目指して

エネルギーセキュリティーエネルギーセキュリティー
の向上の向上

・吉の浦火力建設関連工事および運転開始に向けた着実な取り組み・吉の浦火力建設関連工事および運転開始に向けた着実な取り組み

・燃料の安定調達・燃料の安定調達 等等

お客さまの満足度向上お客さまの満足度向上
を目指してを目指して 本土並み料金水準の確保本土並み料金水準の確保 ・設備投資抑制・設備投資抑制 ・業務の更なる効率化・業務の更なる効率化 ・需要の掘り起こし・需要の掘り起こし 等等

社会・地球環境との社会・地球環境との
調和を目指して調和を目指して 地球温暖化問題への対応地球温暖化問題への対応

・・COCO22排出量の少ない排出量の少ないLNGLNG火力（吉の浦火力発電所）の導入火力（吉の浦火力発電所）の導入

・既設火力発電所の効率的運用・既設火力発電所の効率的運用 ・バイオマス燃料の混焼運用・バイオマス燃料の混焼運用

・メガソーラーの導入・メガソーラーの導入 ・離島への可倒式風車の導入・離島への可倒式風車の導入 ・電気自動車の活用・電気自動車の活用

・京都メカニズムを活用した・京都メカニズムを活用したCOCO22クレジットの調達クレジットの調達 等等

適正利益水準の確保を適正利益水準の確保を
目指して目指して

設備運用・保全の効率化設備運用・保全の効率化 ・定検内容の精査と工期の短縮・定検内容の精査と工期の短縮 ・既設設備の延命化および除却設備の有効活用・既設設備の延命化および除却設備の有効活用 等等

燃料費低減への対応燃料費低減への対応 ・・CC重油のスポット購入重油のスポット購入 ・輸送コストの低減・輸送コストの低減 等等

離島運営の収支改善離島運営の収支改善

・経済性を踏まえた可倒式風力発電設備等の再エネ設備の導入・経済性を踏まえた可倒式風力発電設備等の再エネ設備の導入

・・EDCEDC（（経済負荷配分制御経済負荷配分制御）支援システムによる発電設備の運用効率向上）支援システムによる発電設備の運用効率向上

・廃油有効利用・廃油有効利用 等等

強靭で柔軟な財務体質の強靭で柔軟な財務体質の
構築構築

・合理的、効率的な業務の遂行・合理的、効率的な業務の遂行 ・更なる需要の掘り起こし・更なる需要の掘り起こし 等等

経営成果の有効活用経営成果の有効活用 配当政策・株主還元配当政策・株主還元
・「料金政策」「財務体質の改善」「成長分野への投資」との、バランスの取れたフリーキャッ・「料金政策」「財務体質の改善」「成長分野への投資」との、バランスの取れたフリーキャッ

シュフロー配分シュフロー配分

グループ経営の強化グループ経営の強化
・グループ一体運営の強化・グループ一体運営の強化 ・効率的かつ最適な組織体制の構築・効率的かつ最適な組織体制の構築

・沖電グループブランドの確立・沖電グループブランドの確立 等等
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今後今後1010年間を見通した場合、吉の浦火力運転開始を境として、年間を見通した場合、吉の浦火力運転開始を境として、

20122012年までを第年までを第11ステージ、ステージ、20132013年以降を第年以降を第22ステージとして位置付けている。ステージとして位置付けている。

第第11ステージ（～ステージ（～20122012）） 第第22ステージ（ステージ（20132013～）～）

概概

況況

吉の浦火力建設本格化で設備投資負担増加吉の浦火力建設本格化で設備投資負担増加

20112011年度までは減価償却費の低減等により利益年度までは減価償却費の低減等により利益

は安定は安定

営業営業CFCF横這い、横這い、FCFFCFマイナスマイナス

COCO22クレジット獲得費用負担増加クレジット獲得費用負担増加

設備投資負担大きく軽減設備投資負担大きく軽減

減価償却費、環境コスト増により利益を圧迫減価償却費、環境コスト増により利益を圧迫

営業営業CFCF増加、増加、FCFFCF回復回復

人口は伸びの鈍化が見られるものの、人口は伸びの鈍化が見られるものの、

引き続き増加。引き続き増加。

課課

題題

有利子負債の増加抑制有利子負債の増加抑制

利益積み上げによる財務安定性強化利益積み上げによる財務安定性強化

新エネ導入への対応や環境コストの増大新エネ導入への対応や環境コストの増大

資本効率向上への取り組み資本効率向上への取り組み

収益性・効率性を意識した投資等の展開収益性・効率性を意識した投資等の展開

株主還元の改善株主還元の改善

Ｃ
Ｆ
使
途

Ｃ
Ｆ
使
途

吉の浦火力への設備投資を優先吉の浦火力への設備投資を優先

財務目標の達成を前提に、ステークホルダーへの財務目標の達成を前提に、ステークホルダーへの

還元を検討還元を検討

ステークホルダーへの還元ステークホルダーへの還元

総合エネルギー事業の基盤強化総合エネルギー事業の基盤強化

財務状況の見通し財務状況の見通し財務状況の見通し
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中期財務目標中期財務目標中期財務目標

20102010年度経営計画年度経営計画
2009(H21)2009(H21)

実績実績

2010(H22)2010(H22)
見通し見通し

経常利益経常利益

連結連結 年平均年平均110110億円以上億円以上

20082008～～1212年度年度

136136億円億円 9696億円億円

単体単体 年平均年平均100100億円以上億円以上 113113億円億円 7373億円億円

ＲＯＡＲＯＡ

連結連結
年平均年平均3.5%3.5%以上以上

（営業利益（営業利益÷÷総資産）総資産）
20082008～～1212年度年度

4.8%4.8% 3.2%3.2%

単体単体 4.3%4.3% 2.8%2.8%

有利子負債残高有利子負債残高

連結連結 2,6002,600億円程度億円程度

20122012年度末年度末

2,0082,008億円億円 2,1132,113億円億円

単体単体 2,5002,500億円程度億円程度 1,9871,987億円億円 2,0972,097億円億円

自己資本比率自己資本比率

連結連結

30%30%程度程度 20122012年度末年度末

32.5%32.5% 31.4%31.4%

単体単体 32.1%32.1% 30.8%30.8%
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項項 目目 中中 期期 展展 望望

売上高売上高 販売電力量の伸びに伴い安定した推移が見込まれる。販売電力量の伸びに伴い安定した推移が見込まれる。

人件費人件費 1,5001,500名体制を維持し、名体制を維持し、160160億円台で推移する見込み。億円台で推移する見込み。

燃料費燃料費
足許の燃料価格は上昇傾向にあり、見通しは不透明。原油価格上昇リスクは継続的に潜在。足許の燃料価格は上昇傾向にあり、見通しは不透明。原油価格上昇リスクは継続的に潜在。

吉の浦火力発電所の運開後は、燃料構成の変更による費用増加の可能性がある。吉の浦火力発電所の運開後は、燃料構成の変更による費用増加の可能性がある。

修繕費修繕費 設備の増加に伴う増嵩要因が見込まれるものの、効率化を推進し費用低減に努める。設備の増加に伴う増嵩要因が見込まれるものの、効率化を推進し費用低減に努める。

減価償却費減価償却費
吉の浦火力発電所運開に伴い一時的に大幅増加見込み。吉の浦火力発電所運開に伴い一時的に大幅増加見込み。

22号機運開時にピークを迎えるものの、号機運開時にピークを迎えるものの、20142014年度以降減少傾向となる見込み。年度以降減少傾向となる見込み。

他社購入電力料他社購入電力料
石炭価格の動向により変動。石炭価格の動向により変動。

風力・太陽光などの新エネ購入量増加。風力・太陽光などの新エネ購入量増加。

公租公課公租公課 特別措置継続を前提に概ね横這いで推移する見通し。特別措置継続を前提に概ね横這いで推移する見通し。

その他費用その他費用 COCO22クレジット獲得に伴い費用が増加。クレジット獲得に伴い費用が増加。

各費目の中期展望（単体）各費目の中期展望（単体）各費目の中期展望（単体）
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項項 目目 中中 期期 展展 望望

建設業建設業 沖電工、沖設備の収支は、安定して推移する見通し。沖電工、沖設備の収支は、安定して推移する見通し。

沖縄エネテックは、エネルギー供給技術及び新エネルギー技術を活用し、提案型営業を強化することにより、沖縄エネテックは、エネルギー供給技術及び新エネルギー技術を活用し、提案型営業を強化することにより、

売上は安定して推移する見通し。売上は安定して推移する見通し。

沖縄新エネ開発は、減価償却方法の変更（定額法⇒定率法）により費用増となるものの、風力発電による沖縄新エネ開発は、減価償却方法の変更（定額法⇒定率法）により費用増となるものの、風力発電による

売電売上を見込むほか、公共工事等による受注拡大を図り、収支改善に努める。売電売上を見込むほか、公共工事等による受注拡大を図り、収支改善に努める。

その他の事業その他の事業 沖電企業は、経営環境は厳しい状況にあるものの、離島発電所の増設・改良工事に加え、保険事業等に沖電企業は、経営環境は厳しい状況にあるものの、離島発電所の増設・改良工事に加え、保険事業等に

より売上を確保していく。より売上を確保していく。

沖縄プラント工業の売上は、吉の浦関連の一時的な売上増が落ち着いた後、安定して推移する見通し。沖縄プラント工業の売上は、吉の浦関連の一時的な売上増が落ち着いた後、安定して推移する見通し。

沖縄電機工業の売上は、概ね横這いで推移する見通し。沖縄電機工業の売上は、概ね横這いで推移する見通し。

沖電グローバルシステムズ（沖電グローバルシステムズ（OGSOGS）の売上は、概ね横這いで推移する見通し。）の売上は、概ね横這いで推移する見通し。

ファーストライディングテクノロジー（ファーストライディングテクノロジー（FRTFRT）は、新規顧客獲得やサービス品質向上により売上の拡大を図る。）は、新規顧客獲得やサービス品質向上により売上の拡大を図る。

沖電開発の収支は、安定的に推移する見通し。沖電開発の収支は、安定的に推移する見通し。

プログレッシブエナジー（プログレッシブエナジー（PECPEC）は、自家発事業において、売上高、利益ともに先行き不透明な状況。今後は）は、自家発事業において、売上高、利益ともに先行き不透明な状況。今後は

自家発事業以外の事業にも注力。自家発事業以外の事業にも注力。

カヌチャコミュニティ（カヌチャコミュニティ（KCCKCC）は、）は、厳しい事業環境を踏まえ、事業継続は極めて困難であると判断し、解散する厳しい事業環境を踏まえ、事業継続は極めて困難であると判断し、解散する

ことをことを決定決定。。

連結子会社の中期展望連結子会社の中期展望連結子会社の中期展望
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※※ 連結子会社でありました沖縄通信ネットワーク㈱は、第三者割当増資の実施（連結子会社でありました沖縄通信ネットワーク㈱は、第三者割当増資の実施（20102010年年11月月44日付）により、連結子会社から持分法適用関連日付）により、連結子会社から持分法適用関連

会社へ異動していることから、上表には記載しておりません。会社へ異動していることから、上表には記載しておりません。



電力需要電力需要
人口増加等を背景とした需要の増加人口増加等を背景とした需要の増加

民生用の比率が高く、景気変動の影響低い民生用の比率が高く、景気変動の影響低い

競争環境競争環境
系統独立による電力間競争からの隔離系統独立による電力間競争からの隔離

特定規模電気事業者との競合なし特定規模電気事業者との競合なし

自家発事業者の進出は限定的自家発事業者の進出は限定的

（（PECPECによるグループからの需要離脱防止）によるグループからの需要離脱防止） ※※PECPECは、当社の子会社は、当社の子会社

電力設備電力設備
単独系統のため、高い供給予備力が必要単独系統のため、高い供給予備力が必要

石油、石炭のみに頼る電力構成石油、石炭のみに頼る電力構成

燃料燃料 石油、石炭のみであり、価格高騰による影響大石油、石炭のみであり、価格高騰による影響大

離島離島 高コスト構造のため、恒常的に赤字を計上高コスト構造のため、恒常的に赤字を計上

環境環境 環境負荷の高い化石燃料（石油、石炭）に依存環境負荷の高い化石燃料（石油、石炭）に依存

優位性優位性

不利性不利性
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事業基盤の特性事業基盤の特性事業基盤の特性



本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は

推測・予測に基づくものであり、確約や保証を与えるものではありません。

将来の業績は、経営環境に関する前提条件の変化などに伴い、変化するこ

とにご留意ください。

本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は

推測・予測に基づくものであり、確約や保証を与えるものではありません。推測・予測に基づくものであり、確約や保証を与えるものではありません。

将来の業績は、経営環境に関する前提条件の変化などに伴い、変化するこ将来の業績は、経営環境に関する前提条件の変化などに伴い、変化するこ

とにご留意ください。とにご留意ください。

本資料に関するお問合せ先

〒901-2602
沖縄県浦添市牧港五丁目2番1号

沖縄電力株式会社
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沖縄県浦添市牧港五丁目沖縄県浦添市牧港五丁目22番番11号号

沖縄電力株式会社沖縄電力株式会社

経理部経理部 財務課財務課 IRIR担当担当

TEL TEL ：： 098098--877877--23412341
FAX FAX ：： 098098--879879--13171317
Email Email ：： ir@okiden.co.jpir@okiden.co.jp


